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貸借対照表 
（2025年12月31日現在） 

 

科  目 金  額 

（資産の部）  

Ⅰ 流動資産 85,249 
現金及び預金 860 
受取手形 35 
売掛金 48,766 
契約資産 837 
電子記録債権 3,658 
たな卸資産 458 
関係会社未収入金 502 
関係会社立替金 20 
関係会社預け金 29,133 
その他 1,031 
貸倒引当金 △56 

Ⅱ 固定資産 13,342 
有形固定資産 137 
建物 104 
車両運搬具 14 
器具備品 18 

無形固定資産 973 
借地権 1 
ソフトウェア 971 
その他 0 

投資その他の資産 12,230 
投資有価証券 7,009 
関係会社株式 1,536 
関係会社出資金 15 
差入保証金 1,500 
破産更生債権等 601 
前払年金費用 2,067 
その他 529 

貸倒引当金 △1,030 

  

資産合計 98,591 
 

 （単位：百万円） 

科  目 金  額 

（負債の部）  
Ⅰ 流動負債 61,981 

買掛金 35,328 

契約負債 457 
電子記録債務 12,614 
未払金 2,558 
関係会社未払金 7,559 
賞与引当金 246 
損害賠償引当金 2,315 
未払法人税等 418 
預り金 153 
その他 329 

Ⅱ 固定負債 12,103 

関係会社長期借入金 10,600 
繰延税金負債 961 
その他 542 

負債合計 74,085 

（純資産の部）  

Ⅰ 株主資本 21,542 
資本金 100 
資本剰余金 93 
資本準備金 25 
その他資本剰余金 68 

利益剰余金 21,348 
その他利益剰余金 21,348 

繰越利益剰余金 21,348 

Ⅱ 評価・換算差額等 2,963 
その他有価証券評価差額金 2,963 

  

  

純資産合計 24,505 

負債純資産合計 98,591 
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損益計算書 
  

（2025年１月１日から2025年12月31日まで） 
 （単位：百万円） 

科  目 金  額 

Ⅰ 売上高  87,902 

Ⅱ 売上原価  57,807 

売上総利益  30,095 

Ⅲ 販売費及び一般管理費  27,841 

営業利益  2,253 

Ⅳ 営業外収益   

受取利息及び配当金 1,278  

その他 26 1,305 

Ⅴ 営業外費用   

支払利息 254  

貸倒引当金繰入額 511  

その他 87 853 

経常利益  2,705 

Ⅵ 特別利益   

    固定資産売却益 229  

    投資有価証券売却益 516  

関係会社株式売却益 1,272 2,018 

Ⅶ 特別損失   

固定資産除却損 5  

損害賠償引当金繰入額 2,315  

その他 1 2,322 

税引前当期純利益  2,400 

法人税、住民税及び事業税 648  

法人税等調整額 △175 472 

当期純利益  1,927 
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株主資本等変動計算書 
  

（2025年１月１日から2025年12月31日まで） 
（単位：百万円） 

 

株主資本 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金  
 

株主資本 
合計 

資本 
準備金 

その他資本 
剰余金 

資本剰余金 
合計 

その他利益
剰余金 利益剰余金 

合計 繰越利益 
剰余金 

2025年１月１日残高 100 25 68 93 19,420 19,420 19,614 

事業年度中の変動額        

当期純利益     1,927 1,927 1,927 
株主資本以外の項目の 
事業年度中の変動額（純額）

       

事業年度中の変動額合計 － － － － 1,927 1,927 1,927 

2025年12月31日残高 100 25 68 93 21,348 21,348 21,542 

  

 

 

評価・換算差額等 

純資産 
合計 

その他 
有価証券 
評価差額金 

繰延ヘッジ 
損益 

評価・換算 
差額等合計 

2025年１月１日残高 3,142 2 3,144 22,759 

事業年度中の変動額     

当期純利益    1,927 

株主資本以外の項目の 
事業年度中の変動額（純額）

△178     △2 △180 △180 

事業年度中の変動額合計 △178 △2 △180 1,746 

2025年12月31日残高 2,963 － 2,963 24,505 
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個 別 注 記 表 
 

〔重要な会計方針に係る事項に関する注記〕 
１．資産の評価基準及び評価方法 

⑴ 有価証券 
子会社株式 
及び関連会社株式……… 総平均法による原価法 

その他有価証券 
市場価格のない 
株式等以外のもの……… 

決算末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入
法により処理し、売却原価は総平均法により算定） 

市場価格のない 
株式等…………………… 

総平均法による原価法 
なお、投資事業有限責任組合及びそれに類する組合への出資（金融
商品取引法第２条第２項により有価証券とみなされるもの）につい
ては、組合契約に規定される決算報告日に応じて入手可能な最近の
決算書を基礎として、持分相当額を純額で取り込む方法によってお
ります。 

⑵ たな卸資産 
 通常の販売目的で保有 
 するたな卸資産………… 

個別法による原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法により
算定） 

 
  
２．固定資産の減価償却の方法 
⑴ 有形固定資産……………… 

（ リ ー ス 資 産 を 除 く ） 
定額法 
なお、主な耐用年数は次のとおりであります。 
 建物      ８～15年 
 器具備品    ４～15年 

⑵ 無形固定資産……………… 
（ リ ー ス 資 産 を 除 く ） 

定額法 

なお、主な耐用年数は次のとおりであります。 

 ソフトウェア（自社利用分）      ５年 

 

３．引当金の計上基準 
⑴ 貸倒引当金………………… 債権の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率によ

り、貸倒懸念債権等特定の債権については、個別に回収可能性を検
討し、回収不能見込額を計上しております。 

⑵ 賞与引当金………………… 従業員の賞与の支出に備えるため、支給見込額に基づき計上してお
ります。 

⑶ 退職給付引当金…………… 
 

従業員の退職給付に備えるため、期末における退職給付債務及び年
金資産の見込額に基づき計上しております。なお、数理計算上の差
異については、各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤務
期間内の一定の年数（13年）による定額法により按分した額をそれ
ぞれ発生の翌事業年度から費用処理することとしており、過去勤務
費用は、発生時に全額費用処理をしております。 
当事業年度において認識すべき年金資産が、退職給付債務から数理
計算上の差異等を控除した額を超過する場合には、前払年金費用と
して投資その他の資産に計上しております。 

⑷ 損害賠償引当金…………… 
 

東京オリンピック・パラリンピック競技大会組織委員会が締結した
契約において、法令違反等に関する所定の要件に該当した場合に、
あらかじめ定められた請求権を行使できる条項が含まれておりま
す。公正取引委員会より排除措置命令を受領し、これに対する取消
訴訟を提起しない意思決定を行ったことに伴い、当該請求権が行使
される蓋然性が高まることから、当該損失見積額を計上しておりま
す。 
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４．収益及び費用の計上基準 
当社は、下記の５ステップアプローチに基づき、約束した財又はサービスを顧客に移転し、顧客が

当該財又はサービスに対する支配を獲得した時に収益を認識しております。 
ステップ１：顧客との契約を識別する 
ステップ２：契約における履行義務を識別する 
ステップ３：取引価格を算定する 
ステップ４：取引価格を契約における履行義務に配分する 
ステップ５：企業が履行義務の充足時に（または充足するにつれて）収益を認識する 
当社は、顧客に対してメディアサービス、及びプロモーションサービスを提供しております。 
メディアサービスにおいては、主に各種メディアへの広告出稿を実施しております。メディアサー

ビスに関しては、主にメディアに広告出稿がなされた時点で当社の履行義務が充足されることから、
当該履行義務を充足した時点で収益を認識しておりますが、OOH（アウト・オブ・ホームの略であり、
自宅以外の場所で接触する広告メディアの総称）等長期間に及ぶ広告出稿を約束する一部の取引につ
いては提供するサービスに対する支配が一定期間にわたり移転するため、主に契約期間の経過ととも
に一定期間にわたり履行義務を充足し収益を認識しております。 
また、収益は、顧客との契約において約束された対価から、値引き、リベート及び返品等を控除し

た金額で測定しております。 
メディアサービスに係る取引は、主として代理人として当社が提供するサービスに対する報酬とし

て顧客から受領する対価から関連する原価を控除した純額、あるいは手数料としての一定の報酬対価
により計上しておりますが、本人としての性質が強いと判断される一部の取引に関しては、顧客から
受領した対価と原価を総額で計上しております。なお、本人と判断する指標として以下の３点を考慮
しております。 
・当社が、特定された財又はサービスを提供する約束の履行に対する主たる責任を有している。 
・特定された財又はサービスが顧客に移転される前、または顧客への支配の移転の後に、当社が在
庫リスクを有している。 

・特定された財又はサービスの価格の設定において、当社に裁量権がある。 
なお、メディアサービスにおける取引の対価は履行義務を充足してから主として１年以内に受領し

ており、重大な金融要素はなく、一部取引の対価に変動部分が含まれる場合には重要な戻入が生じな
い可能性が非常に高い範囲でのみ収益を認識しております。 
プロモーションサービスにおいてはプロモーション活動の企画、運営、クリエイティブ等のサービ

スを提供しております。プロモーションサービスに関しては、主に制作物の納品またはプロモーショ
ン等役務の提供により当社の履行義務が充足されることから、当該履行義務を充足した時点で収益を
認識しておりますが、プロモーション用ホームページのメンテナンス等一部の取引については提供す
るサービスに対する支配が一定期間にわたり移転するため、主に契約期間の経過とともに一定期間に
わたり履行義務を充足し収益を認識しております。 
また、収益は、顧客との契約において約束された対価から、値引き、リベート及び返品等を控除し

た金額で測定しております。 
プロモーションサービスに係る取引は、主として本人として当社が提供するサービスに対する報酬

として顧客から受領する対価と関連する原価を総額で計上し、代理人としての性質が強いと判断され
る一部の取引に関しては、顧客から受領した対価と原価を純額で計上しております。 
なお、プロモーションサービスにおける取引の対価は履行義務を充足してから主として１年以内に

受領しており、重大な金融要素はなく、一部取引の対価に変動部分が含まれる場合には重要な戻入が
生じない可能性が非常に高い範囲でのみ収益を認識しております。 

 

５．その他計算書類作成のための基本となる事項 
消費税等の会計処理……………税抜方式によっております。 
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〔会計上の見積りに関する注記〕 
 当事業年度の計算書類に計上した金額が会計上の見積りによるもののうち、翌事業年度の計算書類に
重要な影響を及ぼすリスクがある項目はありません。 
 
〔追加情報に関する注記〕 
当事業年度において、実態の無い取引を伴う循環取引を起因とした売上高及び売上原価の計上が判明

しております。当該事実による当事業年度の株主資本等変動計算書の利益剰余金の期首残高への影響は
ありません。 

なお、当該取引に関連する当事業年度末時点で未決済の債権については、投資その他の資産の「破産
更生債権等」として521百万円を計上し、回収不能となる可能性が相当程度高いと判断し同額について
貸倒引当金を設定しております。また、当事業年度末時点で未決済の債務については、流動負債の未払
金として530百万円を計上しております。 
 
〔貸借対照表に関する注記〕 

１．担保に供している資産 
現金及び預金 325百万円 
投資有価証券 44百万円 

合計 369百万円 
 
２．有形固定資産の減価償却累計額 2,085百万円 

  
３．保証債務 
 仕入先からの債務に対する債務保証を行っております。 

WPPメディア・ジャパン㈱ 買掛金 12百万円 
 
親会社の金融機関からの銀行借入に対し、連帯保証を行っております。 

㈱ADKホールディングス 25,610百万円 

 

４．関係会社に対する金銭債権及び債務 
短期金銭債権 29,748百万円 
短期金銭債務 14,253百万円 
長期金銭債務 10,600百万円 

 
 
５．期末日満期電子記録債権の会計処理については、満期日に決済が行われたものとして処理してお
ります。なお、当事業年度末日が金融機関の休日であったため、次の期末日満期電子記録債権を満
期日に決済が行われたものとして処理しております。 

電子記録債権 131百万円 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



 

－7－ 

〔損益計算書に関する注記〕 

関係会社との取引高 
営業取引による取引高  
売上高 127百万円 
仕入高 34,391百万円 

営業取引以外の取引高  
 営業外収益 1,129百万円 
 営業外費用 254百万円 

 
〔株主資本等変動計算書に関する注記〕 
１．事業年度の末日における発行済み株式総数    ７株 

 
２．配当に関する事項 
基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度となるもの 

決議 
株式の 
種類 

配当金の総額（百万円） 
１株当たり 
配当額（円） 

基準日 効力発生日 

2026年３月31日 
定時株主総会 

普通株式 1,927 275,285,714 2025年12月31日 2026年３月31日 

 

〔税効果会計に関する注記〕 

繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 
（繰延税金資産） 

 貸倒引当金 385百万円 
 制作支出金 37百万円 
 賞与引当金 82百万円 
未払事業税等 37百万円 

 資産除去債務 191百万円 
 投資有価証券（関係会社株式を含む） 94百万円 
 損害賠償引当金 800百万円 
 その他 285百万円 

繰延税金資産小計 1,915百万円 

 評価性引当額 △523百万円 

繰延税金資産合計 1,392百万円 
（繰延税金負債） 

 その他有価証券評価差額金 △1,620百万円 
 前払年金費用 △732百万円 

繰延税金負債合計 △2,353百万円 

繰延税金資産（△負債）の純額 △961百万円 
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〔金融商品に関する注記〕 

１．金融商品の状況に関する事項 
 当社は、資金運用についてはリスクを抑えた流動性の高い金融商品に限定し、資金調達は主に親
会社からの借入によっております。 
 受取手形、売掛金、電子記録債権に係る顧客の信用リスクは、経理規程に沿ってリスク低減を図
っております。また、投資有価証券は主として株式であり、定期的に時価や当該有価証券発行企業
の財務状態などをモニターするとともに、保有状況を見直しております。 
 支払手形、買掛金及び電子記録債務は、短期間で決済されるものであります。外貨建の投資有価
証券は市場価格及び為替の変動リスクに晒されております。 
  

２．金融商品の時価等に関する事項 
 2025年12月31日（当事業年度末日）における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額について
は、次のとおりであります。なお、「現金及び預金」、「受取手形」、「売掛金」、「電子記録債
権」、「関係会社預け金」、「買掛金」、「電子記録債務」は現金及び短期間で決済されるため時
価が帳簿価額に近似するものであることから、注記を省略しております。 

   （単位：百万円）

 貸 借 対 照 表 
計  上  額 （ ＊ ） 時価（＊） 差額 

(1) 投資有価証券 5,677 5,677 － 

(2) 関係会社長期借入金 (10,600) (10,256) △343 

 
  
(＊) 負債に計上されているものについては（ ）で示しております。 

 
 (注１) 金融商品の時価の算定方法 

(1) 投資有価証券 
 これらの時価について、株式は取引所の価格、債券については金融機関から提示された価格、
投資信託は公表されている基準価格によっております。 

(2) 関係会社長期借入金 
 一定の期間ごとに区分した当該元利金の合計額を、同様の借入または取引を行った場合におい
て想定される利率で割り引いて現在価値を算定しております。  

 

(注２) 市場価格のない株式等 
市場価格のない株式などは、上表に含めておりません。当該金融商品の貸借対照表計上額は以下の

とおりであります。 
 （単位：百万円） 

区分 貸借対照表計上額時価 

関係会社株式 1,536 

関係会社出資金 15 
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〔関連当事者との取引に関する注記〕 
１．親会社及び法人主要株主等 

種 類 会 社 等 の 名 称 
議決権等の所有 
（被所有）割合 

関連当事者 
と の 関 係 

取引の内容 
取引金額 
（百万円） 

科  目 
期末残高 
（百万円） 

 

親会社 ㈱ADKホールディングス 
被所有 
 直接100％ 

運転資金の借入 

 
資金の借入 

 （注１、２） 

利息の支払 

（注１） 

－ 

 
 

254 

関 係 会 社 長 期 借 入 金 

 
  
 

10,600 

 
 
 

   金 銭 の 貸 借 等 

資金の預け 
 （注３、４） 
利息の受取 

（注３） 

11,475 

 
363 

関 係 会 社 預 け 金 

 
 

29,133 

 
 

   
グループ会社
の 経 営 指 導 

経営指導料 
（注５） 

3,398 関 係 会 社 未 払 金 7,529 

   債 務 保 証 

親会社の金融機
関借入に対する

債務保証 

（注６） 

25,610 － － 

（注１）資金の借入については、市場金利を勘案し条件を決定しております。 
（注２）取引金額については、借入と返済の純増減額を記載しております。 
（注３）キャッシュ・マネジメント・サービス（CMS）の契約を締結しており、市場金利を勘案して利率を合理的に 
    決定しております。 
（注４）資金の預けによる取引金額は、CMSでの預けによるものであり、期間中における純増減額を記載しております。 
（注５）経営指導料の取り決めについては、業務内容を勘案し協議の上、決定しております。 
（注６）親会社の金融機関からの借入金に対して、債務保証を提供しており、保証料の受取は行っておりません。なお、

取引金額は親会社の金融機関からの期末借入金残高を記入しております。 

 
２．役員及び個人主要株主等 

該当する事項はありません。 
 
３．子会社等 

種 類 会社等の名称 
議決権等の所有 
（被所有）割合 

関 連 当 事 者 
と の 関 係 

取引の内容 
取引金額 

（百万円） 
科  目 

期末残高 
（百万円） 

 

子会社 
㈱ADKデジタル・ 

コミュニケーションズ 
所有 
 直接100％ 

広 告 業 務 の 委 託 
仕入等 
（注） 

 30,802 
買 掛 金 6,302 

関係会社
未 払 金 

8 
  

（注）取引条件及び取引条件の決定方針は、一般的取引条件と同様に決定しております。 
 なお、取引金額には消費税等を含めておりません。期末残高には消費税等を含めております。 

 

４．兄弟会社等 

種 類 会社等の名称 
議決権等の所有 
（被所有）割合 

関 連 当 事 者 
と の 関 係 

取引の内容 
取引金額 

（百万円） 
科  目 

期末残高 
（百万円） 

 

親会社の
子会社 

㈱ADK 
クリエイティブ・ワン 

なし 広告制作業務の委託 
仕入等 
（注） 

27,287 
買 掛 金 3,901 

未 払 金 484 
  

（注）取引条件及び取引条件の決定方針は、一般的取引条件と同様に決定しております。 
なお、取引金額には消費税等を含めておりません。期末残高には消費税等を含めております。 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

－10－ 

〔収益認識に関する注記〕 
顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報については、「〔重要な会計方針に係

る事項に関する注記〕４．収益及び費用の計上基準」に記載しております。 
 

〔１株当たり情報に関する注記〕 
１株当たり純資産額 3,500,855,548円71銭

１株当たり当期純利益 275,386,998円86銭
（注）１．１株当たり純資産額の算定上の基礎 

貸借対照表上の純資産額 24,505百万円 
普通株主に帰属しない金額（新株予約権） －百万円 
普通株式に係る事業年度末の純資産額 24,505百万円 

 
普通株式の期末株式数 7株 

２．１株当たり当期純利益の算定上の基礎 
損益計算書上の当期純利益 1,927 百万円 

 
普通株主に帰属しない金額 －百万円 
普通株式に係る当期純利益 1,927百万円 

 
普通株式の期中平均株式数 7株 

 

 

 

 
 
（注）本計算書類中の百万円単位の記載金額は、百万円未満の端数を切り捨てて表示しております。 


